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＜要 約＞ 
合理的かつ総合的なエネルギー政策の検討のためには、熟議をなし得る法制度上の「公共
空間」の構築が欠かせない。原子力政策をめぐる現行法制度上の「公共空間」の実情と課題
をこれまでの諸研究のレビューにより確認し、原子力政策にかかわる「公共空間」が極めて
貧弱である理由を探った。 
相次ぐ電力会社の不祥事や監督官庁等の失態から、地元住民の間では地方政府への期待が
高まり、一般市民の間ではエネルギー政策の選択肢を求める声が大きくなっている。にもか
かわらず、むしろそれ故に、原子力発電の推進を国策としてきた中央政府と専門家は、住民､
市民の合理的判断能力や科学的思考の欠如という「素人像」を前提として、行政官僚こそが
専門科学者との協同により合理的な政策を決定できる、国民はこれを理解し受容すべきであ
るという、意思決定にかかわる政策信念に固執してきた。このことがパブリックコメントの
機能不全、公開ヒアリングの形骸化、環境影響評価の未成熟、円卓会議と市民参加懇談会の
変質と退行などを生んだ要因の一つであるとの仮説を導いた。 
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1 はじめに 
 
福島原発震災は、日本の中央政府ならびに原子力関連業界が誇ってきた技術工学上の安全
性、すなわち「技術的多重防護」システムの破綻を悲劇的な形で示した。大地震と大津波の
可能性や電源喪失の可能性についてのさまざまな指摘に耳を傾けることのなかった不適切な
安全規制上の意思決定の破綻でもあることは明らかである。 
 いずれの国においても、原子力政策は他の政策領域よりも一層、産業界、官界、政界、原
子力工学の学界など原子力利用推進に利害関心を有する推進主体間での意志決定に独占され
る傾向がある。「原子力複合体」と呼ばれる推進主体連合である。日本では特にこの推進主
体連合の閉鎖性が際立ち、その文化風土の前近代性から「原子力ムラ」と呼び習わされてい
る。だが、原子力利用を進める国々の政府は近年、より開かれた形で「国民との対話」を模
索してきており、原子力発電の割合が高いスウェーデン、フランス、カナダで、1990 年代に
入って最も社会的合意が困難と言われる高レベル放射性廃棄物の最終処分場問題にも前進が
見られる。この背後に、例えばスウェーデンでは環境 NGO の処分地選定協議への参加資格
付与、フランスでは国家国民討論会の開催など、国民との合意形成のための制度作りなどが
ある。カナダでは 3 年以上の年月をかけて全国各地での国民協議を開催し、放射性廃棄物処
分についての一定の国民的合意に達した 1)。 
 本稿の目的は、日本における原子力関連の法制度上の「公共空間」2) についてその実情と
課題を確認し、「公共空間」が極めて貧弱である理由を探ることである。法制度上の公共空
間については、情報公開、意思決定への市民参加、そして司法へのアクセスの 3 つの側面か
ら考察する必要があるが、本稿では意思決定への市民参加に限定する。 
方法は、諸研究のレビューによる。以下の 1）から 5）までの 5 種類の公衆の参加形態につ
いての諸論考を対象とする。1）パブリックコメント、2）立地手続き上の公開ヒアリング、3）
環境影響評価、4）政府主導の円卓会議とその後の懇談会、5）リスクコミュニケーションの
社会実験、である。住民投票ならびに国民投票については別稿で検討する。 
最初に、法制度上の課題を概観する。次いで、世論調査・意識調査の研究が明らかにして
きた国民の原子力利用への思いを確認する。その上で、公衆の参加についての諸研究のレビ
ューを行う。暫定的な仮説として、日本の原子力行政においては、「国民の理解を得る」た
めの一定の努力にもかかわらず、政策立案者の集団に見られる「権威主義的態度」、「技術
官僚モデル」、「問題設定の視野狭窄化」などが根強く、諸種の制度が生かされずに政策の
妥当性、正統性を検討する公共空間を閉ざしてきたという命題を提起する。 
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2 公共空間創出という課題 
 
2.1 原子力政策にかかわる法制度上の諸問題 
日本には、エネルギーに関する国家計画の策定、原子炉設置許可、許認可後の工事、運転、
原子炉の廃止、使用済み燃料の再処理、放射性廃棄物の処分など、あらゆる事項に中央政府
が強力に関与する法制度がある。 
これまで法制度上の課題として指摘されてきた論点 3) には、次の①から⑦がある。①推進
と規制を担う組織について､行政組織上の分離が必要不可欠であるにもかかわらず、この分離
がなされていないこと、②原子力行政の最高決定機関であるはずの原子力委員会ならびに安
全審査をおこなう原子力安全委員会（内閣総理大臣の諮問機関）が独自の実務・調査･研究の
専門スタッフをもたず、推進官庁である経済産業省の決定を追認する機関に過ぎないこと（時
に、原子力委員会の決定を越えた政策決定が行われる）、③公開ヒアリングの法的位置づけ
が不明確であること、④立地選定プロセスの法的基準が不明確で、実質的な手続きが不透明
であり住民参加がないこと。そして、原発関連施設立地自治体、周辺自治体の関与権限が極
めて限定されていること、⑤原発立地の促進を図る目的税である電源開発促進税を原資とす
る電源三法交付金の複雑化、精緻化が進んでいること、⑥賠償の範囲、優先順位の不明確さ、
損害賠償措置（事業者への強制保険）の不十分さ、損害賠償にかかわる調停機関の不在、⑦
原子力防災の意識の薄さと組織責任体制の不備（地元地域に密着した防災体制が構築できて
いない）などである。 
これらの法制度上の論点に加え、政策論の観点からエネルギー政策における原子力発電優
遇策ならびに核燃料サイクル政策の妥当性、合理性が問われなければならない。そして、政
治過程論の観点からは原子力利用推進という「国策」そのものの公共性が問われるべきであ
る。後者については、政治学ではなく、科学論の分野において豊かな議論が展開されてきて
いることに留意しておきたい。「科学･技術と民主主義」の議論 4)である。この議論は、科学
技術のもつリスクについて一般公衆の不安が高まる中、倫理的な判断を含め未来について選
択する権利は、専門家、科学技術者の閉じたサークルにではなくそれらの専門家を含む市民
一人一人にあるとの基本的な立場に立つ。すでにデンマークではこの考え方がコンセンサス
会議という具体的な制度に結実し、制度が機能している。先進諸国では、「社会における科
学技術の利用をめぐって『参加型』の検討の仕組みの必要性を議論する段階はもはや終わっ
ており、具体的にどのような仕組みで参加を実行するかという段階にいたっている」［小林、
2005 pp.19-20］という。 
 このような科学と民主主義、科学技術とガバナンスに関する議論は、政治理論における熟
議民主主義論と深く呼応する。そして、熟議民主主義論もまた、すでに市民社会、公共圏に
おける熟議と政策決定過程をつなぐ回路を創出しようとする制度設計と実践上の試行段階に
入っている。しかし、制度化の具体的方法は、個々の政策領域における特質に依存する側面
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をもつので、まずは政策領域にすでに成立している個別の公共空間のあり様を確認する作業
から始めなくてはならない。 
 
2.2 世論調査･意識調査 
 内閣府政府広報室が実施した最新の『原子力に関する特別世論調査』の概要（平成 21 年
10 月）では、「積極的に推進していく」と「慎重に推進していく」を合わせて国民の 59.6％
が推進姿勢を示していると述べている［内閣府政府広報室、2009、p.2］。雑誌『エネルギー
レビュー』編集部がこの調査を紹介した記事には「6 割が原子力発電の推進を支持」という
見出しがある［金木、2010、p.45］。果たしてこの数値をこのように解釈することは正確な
のか。 
2004 年までに実施された各種の世論調査、社会意識調査を基に、原子力利用の賛否態度の
経年変化とその特徴を整理し、「一般市民が原子力利用に向き合う態度」を規定する要因を
明らかにした優れた研究として［篠田、2007］、［篠田、山野、鳥井、2008］がある。 
篠田は、各種調査においてほぼ一定の割合で「消極的賛成」を示す層がいることに着目し、
この「慎重に推進」という選択肢を選んだ人々の意識を解明することに取組んだ。結論とし
て、人びとの賛否の態度を規定する要因は、不安（あるいはリスク認知）と有用性の比較で
あって、両義性（賛成な点もあり反対な点もあり、それが二律背反となる意識傾向）を抱え
た多数の「弱い賛成層」が原子力利用について「やむを得ない」とする感情を抱き、この層
の賛否の色彩変動が原子力の社会問題の状況変化に影響を及ぼしていると見る。そこには原
子力利用「推進に対する懐疑的な心情（反対ではなく、躊躇を求めている）が感じ取れる」 [篠
田、2007、p.102]としている。また、賛否を規定する要因として重要な「信頼」は、リスク
を抱える技術を管理する人的、組織的な能力への期待と誠実さの評価にかかわって判断され
ると分析した 5)。 
上記のような一般市民の意識についての仮説を自らの社会調査で実証し、さらに諸種の社
会意識と関連させて分析し、提言に結びつけたのが［篠田、山野、鳥井、2008］である。こ
の研究は、原子力利用賛否の態度がそれぞれの回答者の「成長的な経済発展志向度」、「経
済発展を志向する組織や機関との意識や利害の共通度」、「経済発展への科学技術の貢献に
対する期待度」、「犠牲に対する許容度」などの社会意識と関連していることを見出した。
この点は非常に興味深いもので、経済成長、科学技術の進歩、負担の公平性などにかかわる
価値観の対立軸と原子力利用賛否の態度の相関性が示されている。また、一般市民が意思決
定に何らかの参画を求め、参画した上での決定には納得する意向を持つことから、原子力利
用を推進するための方策としても原子力利用を巡る意思決定過程を見直すことが必要であり、
意思決定への参画が一般市民に開かれているべきであると結論づけている。 
 篠田らの研究から得られた知見に照らして考えると、「国民の 6 割が推進を肯定」と断定
することは明らかに正確な認識ではない。積極的推進あるいは強固な反対を主張し続ける両
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陣営の間で両義性を抱えて揺れ動く普通の人びとに対して、様々な視点からの公平かつ十分
な情報が与えられて対話や討議がなされたとき、原子力の利用推進について多くの人びとは
どのような判断を下すだろうか。多くの人びとは総合的に考えてどのようなエネルギー資源
を利用すべきと考えるのだろうか。熟議型意見調査 6) は試みてしかるべき方法の一つであろ
う。 
 
 
3 パブリックコメント 
 
原子力行政を進める上で、国民の「ご意見を聴く会」が初めて設けられたのは 1994 年の
第 7 回原子力発電所開発利用長期計画策定時である。2006 年 4 月にパブリックコメント制度
が改正行政手続法に盛り込まれ、義務化された。広く国民の意見を公募し、提出意見を十分
に考慮して原案の修正を検討し、結果を公示することが不可欠のプロセスとなった。 
原子力行政においてパブリックコメント制度がどのように活用されているか、また機能し
ているかについての本格的な研究はない。［下岡、2006a；2006b］が 2005 年の原子力政策大
綱策定の過程で提出されたパブリックコメントについて、キーワードを分類、キーワードの
使用頻度を数えることで原子力に対する意見、評価を整理したものがあるだけである。 
この論考で一点興味深いのは、推進派と反対派の意見では意思決定のあり方に対する見解
が対極的なものとなっているとの下岡の指摘である。推進、肯定の意見を表明している者は
国が積極的に主導する情報提供、教育、宣伝、広報、説得を求め、否定的な意見の表明者は
一方的な理解、受容を求められることに異議を申し立て、国民の声を聴くべきであると主張
しているという。 
パブリックコメント活用の実際については、各種審議会の委員を務めた人たちなどによる
内部証言によって伺い知るしかない。こうした証言によれば、パブリックコメントが意見を
聞いたことにする儀礼と化しているとの指摘 7) が多く、その有効性をきわめて疑問視せざる
を得ない。 
例えば、2006 年の「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（28 年ぶりの大幅改訂）
の改定案については、第一線の変動地形学者による専門的な意見を含め 680 に及ぶコメント
が寄せられた。しかし、原子力安全委員会・耐震指針検討分科会では、これらのコメントの
内容が真摯に検討されず、このため委員であった石橋克彦は抗議のため委員を辞任した［石
橋、2006、p.963］。石橋によれば、提出意見の多くが最新の知見に基づいて、活断層の調査
法と地震動の策定法に関して原案の大幅な修正を求めていたという。さらに別の証言がある。
玄海 1 号炉の照射脆化を深く憂慮する「原発老朽化問題研究会」が、圧力容器鋼材の監視試
験方法を定めた「JEAC4201－2007 の 2010 年追補版」に対する意見公募を行った原子力安全・
保安院に対し、根本的な疑問を表明するパブリックコメントを提出したところ、「玄海 1 号
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炉データの著しい乖離という現実に何ら触れず、乖離が生じた場合はそのデータを考慮して
マージンを設定し直すので問題はない、というその場を取りつくろう以外の何者でもない人
を喰った回答」が保安院のホームページに掲載されたという［井野、2011、p.666］。 
原子力安全委員会や経済産業省原子力安全・保安院での審議に参加してきた専門家たちが、
科学的見解についての異論や批判に対して科学者として開かれた誠実な態度を取らない、
という事実そのものが極めて憂慮すべき深刻な原子力関連の審議会、委員会の実態を示し
ている。 
 
 
4 立地手続きの決定過程における市民参加 
 
4.1 立地点の選定にかかわる法制度と事実上の手続き 
 原子力関連施設の立地には、安全性にかかわる法的規制がある。原子力安全委員会が 1964
年に策定した「原子炉立地審査指針」によれば、立地条件の適否を判断するために少なくと
も満たされるべき三条件がある。それは、①原子炉の周囲は、原子炉からある距離の範囲内
は非居住区であること、②原子炉からある距離の範囲内であって、非居住区域の外側の地帯
は、低人口地帯であること、③原子炉敷地は、人口密集地帯からある距離だけ離れているこ
と、である。これら立地 3 条件の上位指針として、大事故の誘因がないと考えられること、
また、公衆に適切な措置を講じうることが挙げられている」[原子力白書 昭和 39 年版第 5
章第 2 節]。すなわち、地震と津波という日本列島に頻発する自然災害によって施設が損害
を受ける確率が極小であること、そして万一の事故の際に住民の避難が容易であることなど
地域の防災体制を築きやすいことが必須条件になる。しかしながら、地震学、地質学、地理
学、防災学、生態学等の分野での科学者を総動員して、適地候補地が挙げられ、立地が検討
されていくといった合理的判断は全くなされない。 
［清水、1997］によれば、設置許可手続きにおいて、電源開発調整審議会 8) における政府承
認から始まる法定された安全審査の手続き以前の立地選定のプロセスは、基本的に電力会社
と地元（地権者・漁業権者・自治体など）との「私的」な関係として処理される。にもかか
わらず、計画承認以前から様々な名目の補助金が地元に落ち 9)、電力会社の立地計画をその
まま行政府が追認するかたちになっている。 
電力会社による立地事前調査、計画地点設定があり、電力会社の立ち入りについての立地
自治体（首長と議会）の同意がなされるや、環境調査、用地取得、漁業者との補償契約、第
一次公開ヒアリングなどが事業者の手によって進められていく。このような、「法定手続き
以前の『事実上の手続き』である第 1段階が原発立地の成否を事実上決定してしまうほどの
意味をもつことが重要である･･･中略･･･そのため、ときに隠然たる立地工作が展開され、土
地の取得や漁業権の放棄をめぐって地域のいわゆる利権構造が威力を発揮する状況が往々に
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して出現することになる」［清水、1997、p.115］。 
立地が計画されるや誘致賛成派と反対派の対立が地域を分断してしまう悲痛な状況、電源
開発促進勘定から出るあらゆる補助金に加え、事業者による立地自治体の住民への接待を含
む説得工作、さまざまな施設や道路などの事業者の直接寄付にまつわる裏の物語が立地決定
にはつきまとっている。 
 立地自治体のほとんどが高齢化の進む自治体であり、誘致賛成派は「原発を地域発展の起
爆剤に」と経済効果を期待する。国と電気事業者も利益誘導の方法でしか立地を推進できな
いことが一層地域社会の紛争をねじれさせている現状がある。このことから清水は、立地選
定に合理的根拠、説得性を持たせるためには、手続きの透明化、民主化、そのための電力会
社･国･地方公共団体の相互関係と役割分担を再構成することが欠かせない、との提言を行っ
ている [清水、1997、p.129]。 
 
4.2 発電所立地手続き上の公開ヒアリング 
 原子力施設の立地について、地元住民が意見を述べることが出来る場として制度上保障さ
れているのが、電源開発促進法に基づく電源開発基本計画への組み入れに際しての第一次公
開ヒアリング、そして、原子炉等規制法が定める原子炉立地許可の段階で行われる安全性に
ついての第二次公開ヒアリングである。ただし、［首藤、1991］によれば、公開ヒアリング
は経済産業省と内閣府原子力安全委員会の指針に基づくものにすぎず、法的根拠がなく、法
的位置づけ（手続き的瑕疵の法的評価、ヒアリングの運営形態）が不明であるという根本的
な問題をもつ。このため，実態として公開ヒアリングは立地を前提とした儀式に過ぎず、電
源三法交付金交付がヒアリング前に交付されるなど、行政機関側の位置づけも極めて低い
[pp.26-27]。首藤は、1986 年 11 月、原子力安全委員会主催の福井県大飯原発 3.4 号機増設の
ための公開ヒアリングには､意見陳述締切日間際になっても応募者がなかったという逸話を
紹介している。また、計画中の上関原発に反対を続ける地元住民が、公開ヒアリング開催そ
のものが建設に向けてのステップになるとして阻止行動を展開したという例もある 10)。公開
ヒアリングは住民の求める情報提供の場とすらなっていない。 
 
4.3 環境アセスメント 
4.3.1 原子力発電所と環境アセスメント 
［原科、2011］によれば、日本は「アセス対象をできるだけ絞り込み、少なくしようとし
てきた」歴史、そしてアセスの法制化に「電力業界が強く反対してきた」歴史をもつ
［pp.691-692］。環境アセスメントとは、事業者を責任主体として環境損害、被害のリスク
をもった事業について社会的合意を得るための手続きであり、公衆に対して事業による環境
影響の予測と評価、それに基づく事業者の影響緩和策を提示することに意義がある。その本
質は「意思決定過程の透明化」であり、不確実な「リスク管理」の効果をもつとされる。 
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 日本政府は、国内外から事業の計画段階で環境影響評価を行う戦略的環境アセスメントの
体系的実施を求められ、政権交代を契機として 2011 年 4 月に至ってようやく戦略的環境ア
セスメントを導入する環境影響評価法改正を実現した。［村井、2000］、［柳、2002］、［大
塚、2010］、［安部、2011］らの研究を見ると、1997 年の環境影響評価法制定までの長い
道のりにおいて、そして 2011 年の法改正までの経過において、評価対象事業に電源立地を
含めるかどうかが常に焦点であり続けたことがわかる。反対論者の主張はその論拠を住民訴
訟の増加、アセス期間の長期化、建設計画遅延、事業の不確実性の増大などに求めてきた。
2013 年から全面施行となる日本版戦略的環境アセスメントは、原子力発電所も対象となる。 
 しかし、環境影響評価の方法、範囲などを確定する手続きであるスコーピング段階で公衆
からの意見聴取をすることを義務づける、さらには、事業内容と方法について何らかの代替
案の取扱いを定めるといった先進的な内容の規定は見られない 11)。 
 
4.3.2 環境アセスメントにかかわる審査と意見への応答 
 山口県熊下郡上関町町長が 1982 年に誘致を表明して以来、予定地対岸の祝島住民による強
固な反対運動が続いている上関原子力発電所にかかわる環境アセスメントについて、筆者自
身の調査（2011 年 10 月 24 日現在、未発表）から、二点を述べておく。 
 1999 年 4 月に中国電力（株）が提出した環境影響評価調査書に対して、山口県は国の審
査とは別個に県条例に基づいて山口県環境影響評価技術審査会を設け、公聴会を開催した。
二井関成山口県知事は県審査会の答申を尊重し、中国電力に追加調査を、国には安全の確保
を求める意見を述べた。知事意見を踏まえて通産大臣が事業者に追加調査の勧告を行ってい
る。山口県の技術審査会の委員であった中西らは、［中西、関谷、川本、2000］の結論にお
いて、情報公開（審議は非公開）、最新の科学的知見に立脚した審査、類似既存施設からの
情報データの活用、個別アセスでなく累積影響の予測･評価、そして戦略的環境アセスの必要
性を指摘している。事業者による評価とこれを追認する監督官庁による審査だけに依存しな
い、このような立地自治体による独自の科学的審査は非常に意義深い。 
 上記の経緯を経て実施された中国電力による追加調査を含めても尚、事業者による環境ア
セスメントは予定地周辺の生態系上の重要性に配慮されたものではないとして、三つの学会
が 2000 年以来繰り返し意見表明をし、環境アセスメントのやり直しを求めてきた。貴重な
生物種の残る瀬戸内海最後の海域である周防灘に原子力発電所を建設することに対して、生
物多様性保全の立場から、日本生態学会自然保護専門委員会、日本鳥学会鳥類保護委員会、
日本ベントス学会自然環境保全委員会が、計 10 件にのぼる要望書、意見書、声明文を提出
してきたのである。しかし、事業者と監督官庁はこれに公式に何の応答もしていない 12)。 
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5 原子力政策円卓会議 
 
5.1 円卓会議の経緯 
 政府は 1995 年 12 月の高速増殖原型炉「もんじゅ」ナトリウム漏れ事故による国民の原子
力への不信や不安の高まりを背景に、原子力政策を根本から見直すよう訴えた新潟、福井、
福島の三県知事による要請を受けて、政策立案の段階から国民との対話を図る姿勢を打ち出
す。この結果開催されたのが 1996 年の春から秋にかけて 11 回に及んだ原子力政策円卓会議
である。延べ人数で 127 名が会議に参加し、2300 余名が傍聴、インターネットで 3 万件を
超えるアクセスがあった。円卓会議は国民への全面公開を前提に行われ、議事録概要と議事
録はインターネット上と原子力発電所立地の都道府県にある原子力事務所等で公開されてい
る。次いで、1998 年に 5 回、1999 年に 7 回の原子力政策円卓会議が開催された。 
円卓会議の成果は何だったのだろうか。二度にわたるモデレータ （ー司会進行役）による提
言を受けて、原子力委員会が「原子力に関する情報公開および政策決定過程への国民参加の
促進について」、そして「今後の原子力政策の展開にあたって」という二つの決定を行った。
二つの決定によって具体的に実施されたことは、他省に先駆けてパブリックコメント制を採
用し、インターネットを利用した議事の公開など情報公開を推進する、というだけのもので
あった。そして、核燃料サイクル政策についての激論を受けて原子力委員会が設けた「高速
増殖炉懇談会」も、委員はほぼ推進側専門家と事業関係者で固められ、懇談会は発足 9 ヶ月
後には科学技術庁の用意した答申案をほぼそのまま了承して終了した。 
その後、円卓会議を引き継ぐ形で新たな意見集約の場として、2001年7月に原子力委員会
決定として市民参加懇談会が設置され、2001年以降2009年まで全国の原発立地地域と消費地
で18回開催され、延べ約2900人の参加があった13)。 
 
5.2 円卓会議についての研究 
円卓会議を取り上げた主な論考には、［大山、2002］、［高橋、2002］、［尾内、2005］
がある。大山は、この円卓会議を既存の審議会や公聴会の拡大版に相当するものと性格づけ
ている。熟議民主主義の実践的試みの一つとして知られる「市民パネル」に相当する内実を
もったものではいとの評価である。高橋が検討しているのは、市民参加型会議の設計の在り
方である。原子力政策円卓会議とほぼ同時期に開催された「遺伝子組換え農作物を考えるコ
ンセンサス会議」における一連の会議運営の技術を高橋は高く評価し、エネルギー政策につ
いて、包括的な政策論議をなしうる組織（著者は原子力委員会を想定）の下で、専門知識を
もつ人びとによるテーマを絞った議論の場と当事者性の希薄な一般市民を集めた議論の場と
いう二種の会議開催を提案している。［大山、2002］には、拡大版公聴会が公共空間たり得
ているかについての考察がなく、［高橋、2002］には、原子力政策をめぐる「対立の慣性」
と切実な利害をもつ立地地域の住民についての視点が欠けている。 
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円卓会議についての最も優れた論考として［尾内、2005］を挙げたい。尾内はまず、科学
技術の民主的統制を効果的に実現するための意思決定ルールの必要性、科学技術政策につい
ての「公共空間」の必要性、そして原子力をめぐる対立の「慣性」の三点を、原子力政策に
かかわる大きな問題状況として確認する。その上で円卓会議における論争点となった対立を
読み解いていく。 
尾内の議論の中で最も興味深い点は、政策決定プロセスに関する推進派、反対派双方の議
論をS.ジャサノフの「技術官僚モデル」と「民主主義モデル」14）に当てはめ、いずれか一方
に偏ることを否定した上で、問題の核心を政策上の選択肢、代案の扱いであると喝破してい
る箇所である。尾内が言うように「代案の扱いこそが民主的な政策論議の要諦と言える」
[p.139 ]にもかかわらず、円卓会議で推進派が反対派に「代案を出せ」と要求するなど、推
進派の議論には「技術官僚モデル」においてすら本来は必要とされるはずの最低限の公共性
すら欠落していた［pp.139-140］。筆者もまた、この点がリスクの時代における科学技術に
対する民主的統制を考える上で非常に重要であると考える。民主制においては、政策策定の
専門家である行政官、そして政策策定を補佐する審議会や専門委員会に参加する専門家達こ
そ、政策の選択肢、様々な代案を公衆に対して提示する責務を負うはずなのである。 
尾内の総括によれば、原子力円卓会議は時を経るにつれて「専門家主義への回帰と規定路
線の追認」の道を辿った。推進派と反対派という「対立の慣性」も解けることなく、一度開
かれたかに見えた公共空間は「現実主義」の圧力に屈し再び閉ざされていった。引き続き各
地で開催されていった市民参加懇談会にも膨大な時間と精力が注がれながら、開催者側にあ
ったのは専ら国民に理解、同意、受容を求める姿勢であったが故に、その成果は、原子力委
員会が国民との対話を実施していることの意義を認識する、というにとどまる。 
第24回原子力委員会に提出された総括文書には、「議事録を通読してみて、コアメンバー
により引き出された毎回の会合における市民の発言に通底しているのは、行政や事業に取り
組んでいる者が信頼できるのかどうか知りたいという思いではないかと感じます。また、こ
うした信頼することに対する不安が市民から表明されたときには、行政や事業者がその不安
の原因になっている情報に対する解説や批評を迅速に行うことが求められていることを感じ
ます」15）とある。こうした総括の仕方に、原子力発電事業について理解を得るために行政と
事業者が対話を繰り返して説明責任を果たし、その方法を進化させるならば、地域住民、ひ
いては国民は原子力発電事業を受容する、との信念が感じられる。 
尾内は、最後に「『参加』と『熟議』を伴った民主的な原子力政策」に今後の方向性を見
出している。民間で開かれてきた原子力政策円卓会議201016）による提言も､同じ方向性に期
待する。提言書には、「原子力政策は最も基本的な公共政策の一つである。その決定に当た
っては少なくとも、「社会には多様な意見があること」、そして「それぞれの意見･選択肢に
一定の合理性があること」を大前提として共有する必要がある。そして熟議を尽くした民主
的なプロセスによって、原子力政策を策定すべきではないか」とある［原子力政策円卓会議
原子力政策：政策決定の法制度にかかわる「公共空間」⑴  安田 利枝  43 
2010、2010、p.19］。 
 熟議を尽くした民主的な政策決定のプロセスはいかにして可能になるのか、その実現を妨
げるものは何なのか、円卓会議についての論考からは、「技術官僚モデル」、「専門家主義」、
あるいは「パブリックアクセプタンス・モデル(社会的受容モデル)」等々と呼ばれる推進派
の専門家と行政官に見られる政策信念がその大きな壁となっているという仮説が浮上してく
る。すなわち、科学者、専門家による客観的、専門的な見解を踏まえ、担当分野に精通した
官僚が、解決を求められる社会の諸問題に対して合理的な唯一の「正解」を出しているので
あり、これを国民は、正しく「理解」し「受容」すべきであるという考え方である。 
 各分野の専門的知見を反映させる審議会の役割は重要である。しかしながら実質的に事務
局が、審議会委員の人選、議事設定、進行、最終答申案の作成など運営全体を緻密に統制し
ているとの関係者証言が数多くある。そしてこのことが総合的、合理的な政策の検討を妨げ
ているのである。 
 
 
6 リスクコミュニケーション：原子力専門家と一般市民の「対話」 
 
やらせなど「公共空間」への旧態依然とした権力的介入 17）がなされる一方で、原子力行政
は社会からの信頼回復を目的としたリスクコミュニケーションに期待を寄せており、原子力
政策大綱（2005）をはじめ、原子力安全委員会や総合エネルギー調査会の報告書がリスクコ
ミュニケーションを謳うようになっている。［豊田、2006］が、こうした政府と事業者が主
導する種々のリスクコミュニケ－ションの試みを整理している。豊田によれば、原子力委員
会が 2000 年から「地方原子力安全委員会」を一般の傍聴者との質疑応答を含める形で開催
している。日本原子力研究開発機構による「さいくるフレンドリートーク」は 2001 年の開
始である。原子力安全・保安院が主催する「対話の集い」、日本原燃（株）が主催する「地
域会議」はそれぞれ 2004 年から開催されてきた。また、原子力安全・保安院は、2010 年
10 月に公開の場で多様なステイクホルダーと集中的に議論することを目的に「原子力安全規
制情報会議」を開催した。地方レベルでは 2003 年から、東京電力（株）による「柏崎刈羽
原子力発電所の透明性を確保する会」と「福島県原子力発電所所在町情報会議」が開催され
ている。こうした国主導のあるいは事業者が主催するリスクコミュニケーション活動につい
ての研究はほとんどない。 
ここでは研究者が関与した取組みを取り上げる。実践報告と研究論文が利用できるからで
ある。一つは 2003 年から谷口武俊を研究代表者とする（財）電力中央研究所社会経済研究
所が実施した「社会との対話と協働のための社会実験」（以後、C3 プロジェクトと略称）、
二つ目は 2002 年秋から北村正晴、八木絵香らが宮城県女川町と青森県六カ所村で開催して
きた専門家と市民の対話、科学技術と社会の対話の試みである。 
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6.1  C3プロジェクト 
 このプロジェクトは、原子力事業への経済的、財政的依存度が高く原子力問題を率直に語
りにくい地域である東海村で二年間実施された。東海村では JCO 事故後に原子力リスクに
ついて真剣に議論すべきとの意見が顕在化しながら、その原子力に対する不安感を口にでき
ない住民の存在を見出した研究者の焦燥感から開始されたものである。公募や口コミで集ま
った住民がつくる「東海村の環境と原子力安全について提言する会」の決定で、住民による
①原子力事業所の視察プログラムと、②インタープリター育成プログラム、③その他公開ワ
ークショップの開催とニュースレターの発行が実施された。①は、JCO 臨界事故直後の住民
意識調査で、住民が「村が独自に原子力事業所を査察できる力をもつ」ことを強く求めてい
たことを前提に、一般住民の目から見た安全対策についての意見を述べることを目的にした
プログラムである。 
［土屋、2009a］によれば、住民は（下請け労働者を含めた）事業所全体の安全管理を強
く意識した具体的な提案を行ない、原子力防災訓練への参加時にはシナリオと実際の事故時
の違いに疑問を呈したという。また、別の論説記事でも、原子力発電所の解体工事が開始さ
れているにもかかわらず、放射性廃棄物の分類と処分方法が確定していないことの不合理性
を住民の一人が指摘する 18)など、住民は、科学者・技術者が誇る原子炉運転時の放射能管理
以外の安全性問題に鋭い感性を示していることが指摘されている。 
 ［土屋、2009b］は、茨城県東海村の「提言する会」と新潟県の立地地域の主要団体代表
で構成される「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」の二事例を、住民参加
手法の比較と住民自身による評価から比較検討したものである。結論として著者は、議論の
場を成立させるため、議論のレベルを例えば立地地域における「発電所の安全管理」問題に
まで引き下げることを提案し、市民自らが解決策を提案するようなシティズンイニシャチブ
こそが望ましい住民参加手法であるとの主張を行っている。 
しかし、土屋の結論は、論点の拡散を防ぐとの根拠は理解できるものの、政策そのものの
決定における市民の参画や社会的合意形成を論ずる立場からすると、価値対立を前提として
合意形成が困難な問題についてどのような熟議の制度設計が可能か、という問題を回避して
いるものと映る。 
 
6.2 対話フォーラム 
この試みは、「原子力施設の近傍に居住し､日々そのリスクと直面しながら生活している立
地地域住民を対象とした点に独自性があり」、運転継続段階の原子力施設を対象に原子力技
術専門家と立地地域住民とファシリテーターが継続的に参加して原子力のもつあらゆる側面
について「双方向コミュニケーションと認識の共有」を行うことを目的として実施されてき
た［八木、高橋、北村、2007］。 
原子力政策：政策決定の法制度にかかわる「公共空間」⑴  安田 利枝  45 
対話フォーラムの実践から、地域住民の専門家に対する信頼とともに、専門家が地域「住
民の知識や能力に対して信頼を抱く」ことが、全体としての信頼感の醸成につながるとの知
見が得られている［八木他、2007、p.134］。そして、両者の間に生まれた信頼感を基礎に立
地地域住民が示した原子力に感じる不安や不満の全体像が「原子力に関するリスク認知マッ
プ」19）としてまとめられた。このリスク認知マップには地域住民の抱くリスクの多様性と広
がりが把握されている。 
［北村、2004］は、対話フォーラムの実践と考察に基づいて、専門家と一般市民、科学技
術専門家とリスク評価技術者との間での認識共有のための場を「日本版公共空間」として創
設することを提言している。この公共空間はリスクベースの意思決定という考え方の定着を
目指し、リスクに関する共通理解の拡大を意図して設けられる。そのためには、コミュニケ
ーション能力のある科学技術専門家の存在とそのネットワーク作り、経験知を集約する組織作
りの必要性があると主張している。北村の一連の研究はリスクコミュニケーション論から見た
「公共空間」の構築について、対話の現場に根ざした具体性があり示唆に富むものである。 
しかしながら、［平川、2001］が指摘するように、一般の人びとの関心は科学的に計算さ
れうるリスクだけにあるのではない。「実際には公衆の関心は、既知の定量化可能なリスク
以上に、未知の危険性まで含めた科学的判断の「不確実性」や、現在の選択によって将来起
こるかもしれないネガティブな帰結の「予測不可能性」や「不可逆性」に向いていることが
多い」［p.201］。 
そうである以上、北村のいう「懸念する公衆から見た原子力と現場の技術者から見た原子
力の間にある巨大なギャップ」がどれだけ埋められたとしても、その先に合意が成立すると
は限らない。［八木、2010］は、この点について、原子力技術専門家はリスクの理解＝リス
クの許容と考えがちであるが、原子力技術が不確実性を伴うものである以上、原子力技術が
社会のなかでどう取り扱われていくかについて最終的に決めるのは､専門家集団ではなく、そ
こに住む人々や､エネルギーを利用する社会の側であるとの認識を示している。 
 
 
7 結論 
 
原子力利用についての「対立の慣性」を乗り越えるために、そして合理的かつ総合的なエ
ネルギー政策の検討のために、熟議をなし得る法制度上の「公共空間」の構築が欠かせない
ことを数多くの論考が指摘している。多くの人はこのことに恐らく異論はないだろう。福島
の原発震災以降、その必要性を訴える声は切実なものとなっている。だが、本稿で検討して
きたパブリックコメントの機能不全、公開ヒアリングの儀礼化、環境影響評価の未成熟、原
子力政策円卓会議と市民参加懇談会の退行が、原子力行政を担う推進主体連合の頑迷さを証
拠立てている。その頑迷さは諸種の経済的利害関心に由来するだけではなく、当然一定の政
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策信念に由来するものであると考えるべきであろう。 
日本の原子力利用推進主体の側、中央政府、電力業界、原子力工学関係の研究者や技術者
たちの意識に触れた[篠田、2007]の次の指摘は、その信念のあり様と一般の人びととの意識
の乖離を鋭く突いている。 
 
 「『任せる－任せられる』を基盤とした社会的意思決定システムにおいて、その成立
の鍵となる信頼関係が崩れたこと、さらに『任せる－任せられる』という図式のシステ
ムそのものに対する疑義が、今日の状況を写している。そして、原子力関係者の視野の
中にこの図式の社会的意思決定システムへの固執が強く残存し、一般市民からはそれが
風通しの悪さ（閉鎖性）認識へとつながってしまう。暗黙の合意の薄れを原子力利用へ
の受容に対する抵抗と捉え、その要因を“（非合理な、感情的な）不安”に帰結する意
識が状況を混乱化させている」［pp.110-111］ 
 
［平川、2001］は、専門的訓練を経た自然科学者の側に、社会経済的考慮を視野に入れな
い「フレーミングの視野狭窄化」がある可能性を指摘している［p.204］。［藤垣、2005］
は、日本社会には未だ「社会的構築」の考え方が根付かず、科学がいつでも厳密かつ確実な
答えを出してくれるという「固い科学観」に専門家も一般市民もとらわれており、「技術官
僚モデル」が支配的であり続けていることへの懸念を表明する。原子力行政を担う官僚の間
に、官僚と一般国民、中央と地方の関係についての権威主義的意思決定モデルへの固執もあ
るであろう。 
 しかし、科学技術社会論の論客たちの主張を証拠立てるように、C3 や「対話フォーラム」
の実践報告からは、多様な社会体験によって優れた実践知、現場感覚、判断能力をもつ地域
住民の姿が浮かび上がる。 
 福島第 1 原子力発電所の事故という悲劇は、日本の原子力政策と政策決定にかかわる政策
決定者の中核的な政策信念までも揺るがし、法制度上の公共空間の実質的な拡充に向かうの
か、それとも原子力政策円卓会議が辿った「退行」の道を再び辿るのか、法制度を取り巻く
社会全体の公共空間の質が問われている。 
 
 
注 
1) ［坂本、2009］と［Johnson, 2008,  Chapter3  pp.24-33］を参照。 
2) 「公共空間」あるいは「公共圏」と訳される Public sphere は、一般に、利害関係者、科学者、技
術者、専門家、懸念する市民、一般市民など様々な立場の人びとが互いに共通する問題について
発言し、行動し、活動し、交流し、議論を交わすことで成立する場を意味する。本稿では、現行
法制度の周囲にあり政策決定への回路を一定持っているはずの狭い意味の「公共空間」に対象を
限定し、反原発運動や原子力関連訴訟を含めたより広い政治社会における「公共空間」を除外し
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ている。 
3) ［石橋他、2000］と［原子力政策円卓会議 2010、2010］を参考に筆者が整理した。 
4) 『思想』973 号が科学技術論分野の代表的な論者の論考を集めた特集号である。 
5) 信頼について同様のことが［中村・関谷他、2006、2007］などでも指摘されている。 
6) ［Gastil & Levine, 2005, Chapter5］を参照。 
7) 例えば、［飯田、2001、p.187］がある。 
8) 電源開発調整審議会は 2000 年に廃止され、その後 2004 年からは経済産業大臣が特に重要な電源
開発に係る地点については、電気事業者の申請に基づき「重要電源開発地点」の指定を行い、地
元合意形成や関係省庁における許認可の円滑化を図ることになっている。 
9) 2002 年度から 2011 年度までのエネルギー対策特別会計の電源開発促進勘定の内、電源立地対策費
は約 4 割、1 兆 8 千億円に上る。東京新聞 2011 年 8 月 14 日朝刊 
10) 上関原子力発電所に反対する四団体は、「公開ヒアリングは､単に意見を聞いたというアリバイ作
りに使われるだけ」だとして参加を決め、当日は一時的に阻止行動に出た。［朝日新聞山口支局、
2001、pp.213-234］ 
11) 環境省「諸外国の環境影響評価制度調査報告書」2005 年を参照。 
12) 瀬戸内海の生物多様性保全のための三学会合同シンポジウムにおける佐藤正典氏の発言である。 
ただし、三学会の合同シンポジウムを受けて初めて中国電力社長山下氏が「予定地周辺だけがホ
ットスポットではない」と反論したことがある。朝日新聞 2010 年 1 月 15 日 
13) 市民参加懇談会については、内閣府原子力政策担当室による 2009 年 6 月 9 日付けの第 24 回原子
力委員会資料第 5－1 号「『原子力委員会 市民参加懇談会』の活動」について」と題された文書 
に、事実関係の記録がまとめられている。内閣府原子力政策担当室： 
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2009/siryo24/siryo5-1.pdf  2011 年 10 月 2 日参照 
14) 科学技術社会論の研究者である平川によれば「技術官僚モデルでは、科学主義・技術官僚主義が
強く、科学者集団が証拠を評価するときの基準に行政官が従うことによって、良い判断ができる
と考える。他方、後者では、より多くの専門家以外の価値観を導入することによって良い判断が
できると考える」平川秀幸ホームページ： 
   http://hideyukihirakawa.com/sts_archive/usregsys/06.html 2011 年 10 月 21 日参照 
15) 第 24 回原子力委員会資料第 5－1 号、p.31 
16) 原子力政策円卓会議2010は、「原子力研究開発利用に対する大枠的な立場の差異をこえて、多様
な人々が政策転換という選択肢も含めて、自由な政策討議を行うことのできる状態を実現すべき」
との立場に立ち、飯田哲也、澤田哲生、長崎晋也、吉岡斉の各氏が世話人として開催したフォー
ラムで、2010年9月に『原子力政策大綱(H17.10)の見直しの必要性に関する提言書』を公表した。
参加者の構成において、原子力事業拡大に対する大枠的な賛成、反対、保留のいずれの立場の者
もが突出しないようにバランスがとられた運営がなされている。 
17) 九州電力の「やらせメール問題」に端を発し、国主催の原子力発電関連のシンポジウム、討論会、
タウンミーティングなどでも資源エネルギー庁担当者がからんで権力的な世論操作のための介入
がなされてきたとの報道がこの夏相次いだ。経済産業省原子力安全・保安院の第三者調査委員会
が提出した最終報告書で認定された「やらせ」は、中部、四国、九州など 5 電力 7 件であった。
東京新聞 10 月 1 日 朝刊 
18) 谷口武俊・土屋智子 「リスクコミュニケーション社会実験「C3（シーキューブ）」原子力安全
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基盤機構ホームページ http://www.jnes.go.jp/content/000015697.pdf  2011 年 10 月 9 日参照 
19) ［北村、2010、p.84］図 3－1 ステイクホルダーのリスク認知モデルを参照。 
 
 
参考文献 
＜単行本＞ 
[1] 朝日新聞山口支局編（2001）『国策の行方 上関原発計画の 20 年』、南方新社 
[2] 大山耕輔（2002）『エネルギー･ガバナンスの行政学』、慶應義塾大学出版会 
[3] 開沼博（2011）『原子力ムラはなぜ生まれたのか』、青土社 
[4] 神田啓治･中込良廣（2009）『原子力政策学』、京都大学学術出版会 
[5] グループテクノ･ルネサンス（1997）「日本の原子力発電ここが論点」日刊工業新聞社 
[6] 清水修二（1999）『NIMBY シンドローム考 迷惑施設の政治と経済』、東京新聞出版局 
[7] 長谷川公一（1997）『脱原子力社会の選択』 新曜社 
[8] 長谷川公一（2003）『環境運動と新しい公共圏』有斐閣 
[9] 福島県エネルギー政策検討会 (2002) 『電源立地県 福島からの問いかけ あなたはどう考えます
か？ ～日本のエネルギー政策～ 福島県エネルギー政策検討会「中間とりまとめ」』福島県企
画調整部 
[10] 本田宏（2005）『脱原子力の運動と政治』、北海道大学図書刊行会 
[11] 八木絵香（2009）『対話の場をデザインする 科学技術と社会のあいだをつなぐということ』大
阪大学出版会 
[12] 吉岡斉（1999）『原子力の社会史 その日本的展開』朝日選書 624 朝日新聞社 
[13] Genevieve Fuji Johnson,(2008), “Deliberative Democracy for the Future-The case of Nuclear Waste 
Management in Canada”, University of Toronto. 邦訳 舩橋晴俊・西谷内博美（2011）『核廃棄物と
熟議民主主義 倫理的政策分析の可能性』新泉社 
[14] John Gastil and Peter Levine ed.,（2005）“The Deliberative Democracy Handbook”, Jossey-Bass, San 
Francisco. 
 
＜論文＞ 
[1] 池村正道（2011）「原子力法制とその整理」『法律のひろば』第 64 巻 9 号、ぎょうせい、pp.36-42 
[2] 石橋克彦（2006）「原発の耐震指針検討分科会をなぜ辞めたのか」『科学』 Vol.76、No.10、p.963、
岩波書店 
[3] 石橋忠雄他（2000）「座談会 原子力行政の現状と課題」『ジュリスト』1186 号、2000 年 10 月、
pp.2-59 
[4] 井野博満（2011）「老朽化する原発」『科学』Vol.81、No.7、pp.658-666 
[5] 尾内隆之（2005）「『円卓会議』の記憶を掘り起こす」『思想』973 号、岩波書店、pp.129-149 
[6] 坂本修一（2009）「放射性廃棄物の処分」神田啓治･中込良廣『原子力政策学』所収第 8 章 京都
大学学術出版会 
[7] 篠田佳彦（2007）「原子力と社会の相互作用に関する考察」『日本原子力学会和文論文誌』Vol.6、 
No.2、pp97-112 
[8] 篠田佳彦、山野直樹、鳥井弘之 (2008)「社会と原子力の関係に関する社会調査」『日本原子力学
原子力政策：政策決定の法制度にかかわる「公共空間」⑴  安田 利枝  49 
会和文論文誌』Vol.7、No.4、pp350-369 
[9] 清水修二（1997）「パブリック･アクセプタンスの政治社会論（１）－原子力開発と自治体･住民
の権利－」『商学論集』第 65 巻 3 号、pp.107-128 
[10] 清水修二（2002）「パブリック･アクセプタンスの政治社会論（２）－高レベル放射性廃棄物処分
場の立地問題を中心に－」『商学論集』第 70 巻 4 号、pp.143-160 
[11] 下岡浩（2006a）「『原子力政策大綱』決定までの軌跡－パブリックコメントから読み解く民意分
析（上）」『原子力 eye』、52 巻 1 号（610 号）、pp.62-71、 
[12] 下岡浩（2006b）「『原子力政策大綱』決定までの軌跡－パブリックコメントから読み解く民意分
析（下）」『原子力 eye』、52 巻 2 号（611 号）、pp62-71 
[13] 首藤重幸（1991）「原子力行政の実態と問題点」『自由と正義』第 42 巻 9 号 
[14] 高橋暁子（2002）「科学技術行政への市民参加―『原子力政策円卓会議』と『遺伝子組換え農作
物を考えるコンセンサス会議』にみる現状と展望」『科学技術史』、第 6 号 
[15] 土屋智子、谷口武俊、盛岡通 (2009a)「原子力リスク問題に関する住民参加手法の評価－参加住民
は何を重視するのか－」『社会経済研究』No.57、pp.3-16 
[16] 土屋智子他（2009b）「市民と専門家の原子力安全に対する視点の違い～東海村におけるリスクコ
ミュニケーション活動の実践から」『社会技術研究論文集』Vo.6、 pp.16-25 
[17] 豊田聖史（2006）「科学技術としての原子力におけるリスクコミュニケーション－学術的知見と
実務的事例の整理･分析－」『安全工学』Vol.45、 No.3、pp140-145 
[18] 中西弘、関屋建三、川本長雄（2000）「山口県上関原子力発電所アセスについて－知事意見形成
と技術審査会の役割－」『環境技術』、Vol.29、No.6、pp.66-72 
[19] 原科幸彦（2011）「発電所と環境アセスメントの不幸な歴史」『科学』、Vol.81、No.7、pp.690-694 
[20] 平川秀幸（2001）「科学･技術と公共空間」『現代思想』2001 年 8 月号、pp.195-207 
[21] 村井恭（2000）「1990 年代の日本政治における環境庁の政治的機会構造」『公共政策』、公共政
策学会、pp.1-14 
[22] 八木絵香､高橋信、北村正晴（2007）「『対話フォーラム』実践による原子力認知構造の解明」『日
本原子力学会和文誌』Vol.6、No.2、pp126-140 
[23] 藤垣裕子（2005）「『固い』科学観考－社会構成主義の階層性－」『思想』第 973 号､岩波書店  
[24] 柳憲一郎（2002）「環境アセスメント」大塚直･北村喜宣編『環境法学の挑戦』所収、日本評論社 
 
＜報告＞ 
[1] 安部慶三（2011）「環境影響評価法（アセス法）改正案がようやく成立～第 174 国会－第 177 国
会の審議経過と主要論議」『立法と調査』第 319 号、参議院事務局企画調整室 
[2] 大塚路子（2010）「ISSUE BRIEF 戦略的環境アセスメント」『調査と情報』第 677 号、国立国会
図書館 
[3] 北村正晴（2004）「リスクベース意思決定概念の社会的受容」平成 14～15 年度科学技術政策提言
報告書 2004 年 3 月 
[4] 北村正晴（2010）「原子力立地自治体、メディア等とのコミュニケーション実践支援のための調
査研究」独立行政法人原子力安全基盤機構による委託研究 平成 22年度調査研究実施報告書  
[5] 内閣府政府広報室（2009）「『原子力に関する特別世論調査』の概要」平成 21 年 11 月 26 日 
[6] 中村功・関谷直也・福田 充・中森広道・仲田 誠・海後宗男・森 康俊・地引泰人・森岡千穂
50  嘉悦大学研究論集 第54巻第2号通巻100号 平成24年3月 
（2007）、原子力安全基盤調査研究 平成 18年度 研究成果報告書 原子力関係者からみた「原子
力のリスクコミュニケーション」、『災害情報調査研究レポート』10 号、東京大学・東洋大学災
害情報研究会、pp.1-154． 
[7] 日本生態学会 自然保護専門委員会他（2010）「瀬戸内海の生物多様性保全のための三学会合同
シンポジウム 上関 瀬戸内海の豊かさが残る最後の場所」冊子 
 
＜記事＞ 
[1] 金木雄司（2010）「6 割が原子力発電の推進を支持」『エネルギーレビュー』2010 年 4 月、pp.45-47 
[2] 飯田哲也（2001）「二十九対一の顛末」『論座』、2010 年 10 月、pp.182-190 
[3] 木元教子（2001）「シロウトを無視してなにができるのか 専門家に時代は読めない」『論座』、
2010 年 10 月、pp.191-197 
 
 
（平成 23 年 10 月 24 日受付、平成 23 年 12 月 12 日再受付） 
 
